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平成２７年度 事業報告 
 

 

理事会・評議員会・監査実施状況 
 

１．定款の変更 

平成 2７年６月２日 

変更登記 

定款変更登記：目的及び業務の変更 

 社会福祉法人須崎市社会福祉協議会定款第 2 条第 18 号を 

 （生活困窮者自立促進支援事業）に変更、同条に第 19 号を加え 

（その他この法人の目的達成のため必要な事業）とする。 

平成 27 年 5 月 27 日変更、平成 27 年 6 月 2 日登記 

 

２．理事会の開催 

年月日 開催場所 主要議題 

Ｈ２７ 

５／１１ 

須崎市 

総合保健福祉 

センター３F 

研修室 

第１回理事会 （理事１０名中、９名出席） 

第１号議案 理事たる会長、副会長の選任について 

その他について 

Ｈ２７ 

５／２５ 

須崎市 

総合保健福祉 

センター２Ｆ 

第２会議室 

第２回理事会 （理事１０名中、１０名出席・監事２名中、１名出席） 

第２号議案 社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

定款の一部変更について（事業の変更） 

第３号議案 社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

障害総合支援法に基づく運営規程の一部改正について 

第４号議案 専決処分 

平成２６年度一般会計補正予算（第３号）について 

第５号議案 平成２６年度事業報告及び一般会計収支決算について 

その他について 

Ｈ２７ 

７／３１ 

須崎市 

総合保健福祉 

センター２Ｆ 

第２会議室 

第３回理事会 （理事１０名中、８名出席） 

第６号議案 社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

任期満了に伴う評議員の選任について 

その他について 

Ｈ２７ 

１２／２２ 

須崎市 

総合保健福祉 

センター３Ｆ 

研修室 

第４回理事会（理事１０名中、９名出席・監事２名中、１名出席） 

第７号議案 社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

          平成２７年度一般会計補正予算（第１号）について 

第８号議案 須崎市社会福祉協議会特定個人情報の適正な取扱いに 

関する基本方針及び個人情報取扱マニュアルの整備について 

その他について 

H２８ 

３／２８ 

 

須崎市 

総合保健福祉 

センター３Ｆ 

研修室 

第５回理事会（理事１０名中、１０名出席） 

第９号議案 社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

          職員給与規程の一部改正について 

第 10号議案 社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

          平成２８年度事業計画及び一般会計収支予算について 

  その他について 

 

３．監査の実施 

年月日 開催場所 監査内容 
Ｈ２７ 

５／２１ 

須崎市社協事務所前 

相談室 

平成２６年度各会計決算について 

    監事 西村貴尚、森光益裕 
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４．評議員会の開催 

年月日 開催場所 主要議題 

Ｈ２７ 

４／２８ 

須崎市 

総合保健福祉 

センター３Ｆ 

研修室 

第 1回評議員会（評議員２１名中、１５名出席） 

第１号議案 任期満了に伴う須崎市社会福祉協議会理事・監事 

の選任について 

その他について  

Ｈ２７ 

５／２５ 

須崎市 

総合保健福祉 

センター２Ｆ 

第２会議室 

第２回評議員会（評議員２１名中、１７名出席） 

第２号議案  社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

定款の一部変更について（事業の変更） 

第３号議案  専決処分 

平成２６年度一般会計補正予算（第３号）について 

第４号議案  平成２６年度事業報告及び一般会計収支決算について 

その他について 

Ｈ２７ 

１２／２４ 

須崎市 

総合保健福祉 

センター３Ｆ 

研修室 

第３回評議員会（評議員２１名中、１７名出席） 

第５号議案  社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

平成２７年度一般会計補正予算（第１号）について 

  第６号議案  須崎市社会福祉協議会 

           特定個人情報の適正な取扱いに関する基本方針 

          及び個人情報取扱マニュアルの整備について 

その他について 

Ｈ２８ 

３／２８ 

須崎市 

総合保健福祉 

センター３Ｆ 

研修室 

第４回評議員会（評議員２１名中、１６名出席） 

  第７号議案  社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

           職員給与規程の一部改正について 

  第８号議案  社会福祉法人須崎市社会福祉協議会 

           平成２８年度事業計画及び一般会計予算について 

  第９号議案  須崎市社会福祉協議会理事の選任について 

その他について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪活動方針の 5 項目≫ 

 

１．住民のあらゆる生活課題へ対応できる総合的相談・支援体制の強化 

 

２．利用者の立場に立った福祉サービスの提供と積極的展開 

 

３．つながりの再構築による地域の中で誰も孤立しない見守り体制の実現 

 

４．住民の力をボランティア活動へつなぐ体制づくり 

 

５．社会福祉協議会組織の充実強化と専門的研修の充実 
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主要事業実施状況 
 

活動方針１ 住民のあらゆる生活課題に対応できる総合的相談・支援体制の強化 
日常生活での悩みごとや心配ごとに対して、適切な解決方法の助言や専門機関への紹介など 

の相談窓口として誰もが気軽に安心して相談ができ、信頼される相談援助活動に努めた。 

また、本年度から制度化された、生活困窮者自立促進支援事業を受託し、様々な生活課題に

より経済的困窮や社会的孤立状態にある生活困窮者に対して、包括的な自立支援を行い、困窮

状態からの早期自立を目指し、支援計画を含めた相談支援ネットワーク構築に努めた。 

 

１．生活支援・総合相談センター「ほっと」の開設 

 ①総合相談の実施 

  多様な生活課題や困りごと相談に対応できるワンストップ型専門相談の総合相談窓口として、 

各種相談専門員はもとより社協職員全員が相談員として対応。専門機関、福祉・行政サービス

への伴走型支援など、相談者の課題を支援につなげていく体制づくりに努めた。また、月１回各

公民館で移動相談所を開設し、住民の生活課題の掘り起し・早期発見に努めた。 

   

②生活困窮者自立促進支援事業（市受託事業） 
 

相談内容 件数 相談内容 件数 相談内容 件数 

病気や健康、障害など ９ 住まいについて １ 家賃やローン ２ 

仕事探し、就職 ６ 仕事上の不安やトラブル ０ 収入・生活費 １４ 

債務について ６ 家族関係・人間関係 ５ 日々の生活のこと ０ 

地域との関係・社会参加 ２ 子育て・介護のこと  ０ 引きこもり・不登校 １ 

DV・虐待 ０ その他  １１８ 計 １６４ 

月別件数 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 計 

件 数 
２６年度 １３ １５ １３ ２３ １４ １６ 

H26 １７４ 
２７年度 １５ １１ １７ ６ １４ １８ 

月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

H２７ １６４ 
件数 

２６年度 １５ １５ １０ １５ ５ ２０ 

２７年度 １３ １３ １０ １６ １２ １９ 

 

２．定期的な専門相談の実施 

無料弁護士相談（共募配分）                   

    毎月第３木曜日  １３：００～１６：１０ 法テラス須崎法律事務所・ひまわり法律事務所 

 ２６年度 ２７年度 

受付件数 ４５件 ５４件 

相談件数 ４０件 ４１件 

   

３．支援活動の充実 

①生活福祉資金貸付事業                          

低所得者・高齢者・障害者世帯に対し、資金の啓発と適切な援助指導を行い、その経済

的自立と生活意欲の助長並びに在宅福祉及び社会参加促進を図った。又、長期滞納者に

対し督促するとともに計画的な償還指導を推進した。 

又、失業により生計が困難となった世帯に対し、再就職までの間の生活資金として貸し付け

ることで、失業世帯の生活立て直しを支援する（総合支援資金）の啓発と、適切な利用援助

相談等を推進した。 
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ア、貸付相談等件数 

区 分 
２６年度 ２７年度 

来所 電話 計 来所 電話 計 

生活福祉資金（総合支援資金） 1 7 8 １ ２ ３ 

生活福祉資金（福祉資金・緊急小口資金） 80 123 203 ５４ １０６ １６０ 

生活福祉資金（教育支援資金） 77 95 172 ８５ ４２ １２６ 

生活福祉資金（不動産担保型生活資金） 3 2 5 ２ １ ３ 

臨時特例つなぎ資金 0 0 0 ０ ０ ０ 

その他制度全般相談 53 92 145 ４８ ９３ １４１ 

計 214 319 533 １９０ ２４４ ４３４ 

 

イ、総貸付件数（平成２８年３月３１日現在） 

 ２６年度 ２７年度 

生活福祉資金 ７６件 ５２，６５７，６９０円 ６５件 ４５，１０３，５７３円 

総合支援資金 ３件 ２，４４４，８８４円 ３件 ２，２７５，５６４円 

 

ウ、本年度貸付件数 

 ２６年度 ２７年度 

教育支援資金（修学費） ２件 １，８２４，０００円 １件 １８９，０００円 

教育支援資金（支度費） １件 ３６４，０００円 ０件 ０円 

緊急小口資金 １件 ２０，０００円 １件 １００，０００円 

技能習得支援（技能習得費） ０件 ０円 ０件 ０円 

技能習得支援（支度費） ０件 ０円 ０件 ０円 

総合支援資金 ０件 ０円 ０件 ０円 

計 ４件 ２，２０８，０００円 ２件 ２８９，０００円 

 

エ、事務費等（県社協委託） 

 ２６年度 ２７年度 

事 務 費 ３７０，０００円 ３３５，０００円 

民生委員実費弁償費 １４０，０００円 １３８，０００円 

 

②世帯更生資金貸付事業 

低所得世帯で各種の救済制度の適用を受けることができないもののうち、この資金を借入す 

ることにより自立更生、生活安定を図ることを目的に適切な貸付と償還指導を実施した。 

    

③高額療養費貸付事業（市受託事業） 

  国保被保険者で、高額療養費支給の対象となる一部負担金の支払いが一時的に困難 

なものに、その費用の全部または一部を貸付けることにより、被保険者の福祉の推進と生活 

の安定に資することを目的とし実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 ２６年度 ２７年度 

貸付件数 ４０件 ４０件 

貸付金額 ５，４９８，２５７円 ８，０８１，０１０円 

事 務 費 ２３，４００円 １８，０００円 
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④日常生活自立支援事業の推進（高知県社協受託事業）    

地域の中で生活する判断能力が不十分な方の福祉サービスの利用援助や日常的金銭 

管理等を通じて相談援助活動に努めた。 

 年度 認知症高齢 知的障害 精神障害 その他 計 

契約締結 
２６年度 ２件 ２件 １件 ０件 ５件 

２７年度 ３件 １件 １件 ０件 ５件 

相談件数 
２６年度 ３３件 １０６件 １３件 ３件 １５５件 

２７年度 ４１件 ８３件 ２５件 ０件 １４９件 

 
実利用者数 

（人） 

支援時間数 貸金庫預かり件数 利用料計 

(円) 時間数 利用料(円) 件数 利用料（円） 

一般世帯 
２６年度 １８ ３３１時間 ４９６，５００ ６件 ３５，５００ ５３２，０００ 

２７年度 １８ ３５４．５時間 ５３１，７５０ ６件 ３６，０００ ５６７，７５０ 

生活保護 
２６年度 １２ ４０７時間 ６１０，５００ ４件   

２７年度 １５ ４５８時間 ６８７，０００ ７件   

 

⑤須崎市指定相談支援事業（受託事業）               

相談支援専門員を配置し、従来の精神・身体・知的障害者に障害児を加え、障害のある 

   方の日常生活上の支援並びに相談や交流活動等のサービスを提供することにより、社会復帰 

   及び社会参加の促進に努め、須崎市における障害児・者相談支援の総合的展開を図った。 

◆相談件数等（延ベ）                         

相談内容 
件数（件） 

相談内容 
件数（件） 

２６年度 ２７年度 ２６年度 ２７年度 

福祉サービスの利用に関すること 1,179 1,607 生活技術に関すること 304 342 

障害や症状の理解に関すること 176 235 就労に関すること 95 254 

健康・医療に関すること 663 807 社会参加・余暇に関すること 367 319 

不安の解消・情緒安定に関すること 446 313 権利擁護に関すること 9 6 

保育・教育に関すること 14 33 その他 872 956 

家族関係・人間関係に関すること 573 593 
合  計 4,924 5,831 

家計・経済に関すること 226 366 

 

◆月別利用者総数（実数） 

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 実利用者数 伸び率 

件数（人） 
２６年度 １０４ １０４ １０６ １０９ １１３ １１９ 

２６年度 １３６人 １３１％ 
２７年度 １４３ １４３ １５０ １５２ １５８ １６２ 

月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

２７年度 １８４人 １２９％ 
件数（人） 

２６年度 １２１ １２３ １２４ １３１ １３２ １３６ 

２７年度 １６４ １６６ １６８ １７５ １７８ １８４ 

 

◆モニタリング・計画作成等件数 

障害者（児） 
モニタリング 計画作成 合計 

件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額 

障害者 
２６年度 １１２件 1,485,600円 ７０件 1,157,940円 １８２件 2,643,540 円 

２７年度 ２０２件 3,051,330円 ９０件 1,658,000円 ２９２件 4,709,330 円 

障害児 
２６年度 － ― － ― ― ― 

２７年度 ４３件 648,010 円 １６件 331,470 円 ５９件 979,480 円 
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４．広報啓発活動の充実 

①広報活動                                 

広報誌「社協だより」の発行  年４回発行（４・７・１０・１月）。社協活動の啓発推進に努めた。 

 

②須崎市社会福祉大会開催事業           

 

活動方針２  利用者の立場に立った福祉サービスの提供と積極的展開 
 

１．在宅福祉サービスの推進 

①．地域介護予防活動支援事業（市受託事業）          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②障害者地域支え合い事業（市受託事業）                 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 ： 第３２回須崎市社会福祉大会（参加者数 ： １２０名） 

開催日 ： 平成２７年１１月２１日（土） １３：００～１６：００ 

場  所 ： 須崎市立市民文化会館 大会議室 

○社会福祉功労者等の表彰 

大会長表彰 1名（ボランティア）、大会長感謝 ２名、1団体 

○活動発表 

発表者 吾桑地区集落支援員、地域おこし協力隊 

○研  修 

    演 題 現代社会におけるボランティア活動～求められる新しいつながりと豊かさ～ 

    講 師 高知県立大学社会福祉学部 准教授 山村靖彦 先生 

事業名 ： 通所型介護予防事業 

目  的 ： 要介護状態となるおそれの高い虚弱な状態にあると認められる６５歳以上の者を

対象とし、要介護状態等となることを予防することを通じて、一人ひとりの生きがいや

自己実現のための取組みを支援し、活動的で生きがいのある人生を送ることができ

るよう支援する。 

実  績 ： 期   間 前期（４月～９月） 後期（１０～３月） 

 活動場所 勤労者体育館 

今川内集会所 

須崎市立市民文化会館 

堂ヶ奈路集会所 

 月間活動時間 ４４時間 ８０．５時間 

 教室対象人員（実人員） ５０人 ３３人 

 教室対象人員（延人員） ２８７人 ５１０人 

事業名 ： 障害者地域支え合い事業 

目  的 ： 在宅の心身障害児（者）が家庭において介護を受けることが出来ず、一時的

に介護を必要とする場合に登録介護者に介護委託することにより利用者やその

保護者の地域生活を支援することを目的とする。 

実  績 ：  ２６年度 ２７年度 

登録者数 ３人 ３人 

登録介護者数 ５人 ３人 

総訪問回数 ２７回 ４８回 

総訪問時間数 ４０時間 ８９時間 

支払い金額 ２４，０００円 ５３，４００円 
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③障害者社会参加促進事業（市受託事業） 

ア、事業名 ： 生活訓練事業「パソコン教室」       

目 的  ：在宅障害者の日常生活の向上と自立、社会参加を図ることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

    イ、事業名 ： 障害者社会参加促進事業             

（スポーツ・レクリェーション開催事業）  ボウリング大会 

目   的 ： 障害者スポーツの普及とスポーツを通じた交流を深め、障害者自身の健康 

増進を図ることを目的とする。 

 
 

 

 

 

 

④ふれあい給食サービス事業（市補助事業）          

 

⑤小地域高齢者ふれあいの集いの支援（市補助事業）  

第１回 第２回 

開催日 
平成２７年７月２２日～８月２７日 

の間１５日間 
開催日 

平成２８年２月１５日～３月１７日 

の間１５日間 

場 所 高知ペットビジネス専門学校 場  所 高知ペットビジネス専門学校 

参加者 １５名（前年度 １４名） 参加者 １７名（前年度 １５名） 

第１回 第２回 

開催日 平成２７年８月２８日（金） 開催日 平成２８年３月２４日（木） 

場 所 ラウンドワン高知・牧野植物園 場  所 ラウンドワン高知・わんぱーくこうち 

参加者 ８名内児童５名（１３名内５名） 参加者 ９名内児童５名（１３名内６名） 

○事業名 ： 高齢者ふれあい給食サービス事業 

目  的 ： 民生委員、福祉委員、ボランティア等の協力を得て、月１回の給食サービスを 

      行い、高齢者の見守り活動と安否確認することを目的とする。 

実施地区 
２６年度 ２７年度 

回数（回） 人員（人） 助成額（円） 回数（回） 人員（人） 助成額（円） 

多ノ郷 １１ ９２５ ２７７，８００ １０ ８３７ ２５１，１００ 

上 分 １１ １７７ ５３，１００ １２ １７９ ５３，７００ 

吾 桑 １２ ３８６ １１５，８００ １２ ３７６ １１２，８００ 

浦ノ内 １１ ８６０ ２５８，０００ １２ ９０４ ２７１，２００ 

須崎（東） １２ １，１５９ ３４７，７００ １２ １，１２３ ３３６，９００ 

須崎（中） １２ ８７６ ２６２，８００ １２ ８２６ ２４７，８００ 

須崎（西） １２ １，３９２ ４１７，６００ １２ １，３４７ ４０４，１００ 

新 荘 １２ １７６ ５２，８００ １２ １７２ ５１，６００ 

安 和 １２ １９ ５，７００ １２ １２ ３，６００ 

南 １１ ５１９ １５５，７００ １１ ６０９ １８２，７００ 

計 １１６ ６，４８９ １，９４７，０００ １１７ ６，３８５ １，９１５，５００ 

対象者 ： おおむね７５歳以上のひとり暮らし高齢者 

実 績 

○事業名 ： 地域の集い支援事業 

目  的 ： 各公民館、集会場を基盤とする小地域において閉じこもりがちな高齢者の 

孤独解消、仲間づくり、健康増進のために開催されているふれあいの集いを 

支援し、小地域福祉活動の推進に努めた。 

実  績 ： 地域の集い 実施回数（回） 利用延人員（人）  

２６年度 ５８ヶ所 １６８ １，１３１ 

 ２７年度 ６５か所 １７７ １，２９２ 
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⑥福祉用具・マイクロバス貸出事業（自主事業） 

介護保険、支援費制度の対象外の高齢者や障害者に対し車椅子等の福祉用具を貸出 

し、日常生活活動の軽減、社会参加活動拡大のために実施した。また、市内各種福祉団体 

等の活動目的推進のためにマイクロバスの貸出を実施した。 

◆車椅子貸与 

    ◆マイクロバス 

 

 

 

⑦健康体操教室事業（共募配分）                   

地域高齢者の健康維持、仲間づくりのために命の貯蓄体操を開催。体操指導者に対する 

支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

⑧身体障害者社会参加事業（市補助事業）         

障害を持つ方々が、積極的に各種イベントや大会へ参加できるための移動バス、ボランティ 

ア等を支援することにより障害者の社会参加促進に努めた。 

 

⑨あったかふれあいセンター「まちなかサロン」事業（受託事業）  

     市街地にサロンを設置し、高齢者や障害者、子ども、子育て中の母親などが地域の住民 

のだれもが集い・交流・楽しむ・学ぶ・つくる・なごむ・遊ぶ・食すことができる場づくり。 

     本年度よりサテライト「ふるいち」を新町商店街に移転し、「しんまち」として８月から展開した。 

    

ア、まちなかサロン「８店会」 

開店日：月～金 10時～15時                                                  

（百歳体操・かみかみ体操・保健師による健康相談・消費生活センター出張講座・未就学 

児一時預かり・お茶会・小学生ふれあい交流・演奏会など）  

 高齢者 障害者 子ども 一般 合計 

２６年度 
延人数 １，９９１人 ２０８人 １７３人 ２５１人 ２，６２３人 

実人数 ４１２人 ２７人 ９８人 ９６人 ６３３人 

２７年度 
延人数 １，７４９人 １４９人 １４５人 ２２３人 ２，２６６人 

実人数 ３６１人 ３３人 ６９人 ７１人 ５３４人 

 

イ、まちなかサロン サテライト「ふるいち（４月～７月）」「しんまち（８月～）」 

開店日：火・木・金 10時～15時                                            

（百歳体操・かみかみ体操・理学療法士による百歳体操指導・歯科衛生士による 

かみかみ体操指導・保健師による健康相談・将棋・川柳・訪問） 

 高齢者 障害者 子ども 一般 合計 

２６年度 
延人数 ９５１人 ４４人 ０人 ４人 ９９９人 

実人員 ２６０人 ２２人 ０人 ３人 ２８５人 

２７年度 
延人数 １，２２０人 ６２人 ３人 ５３人 １，３３８人 

実人員 ３８６人 ２７人 ２人 １８人 ４３３人 

２６年度 ５９件 ２７年度 ６２件 

 貸出件数（件） 利用述べ人数（人） 

２７年度 ５８ ２，１７０ 

場所 ２６年度 ２７年度 

回数 参加人員（延べ） 回数 参加人員（延べ） 

須崎公民館 ４９回 ３４３人 ４５回 ３１５人 

友愛館 １２回 ７８人  １２回 ３２７人 
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ウ、まちなかサロン サテライト「山手町」 

開店日：水曜日 1２時～15時【平成 23年 10月 5日より】                                           

（百歳体操・理学療法士による百歳体操指導・歯科衛生士によるかみかみ体操指導 

・保健師による健康相談・訪問） 

 高齢者 障害者 子ども 一般 合計 

２６年度 
延人数 ５３６人 １０人 ０人 ６人 ５５２人 

実人員 １６１人 ６人 ０人 ４人 １７１人 

２７年度 
延人数 ５７７人 ７人 ０人 １８人 ６０２人 

実人員 １７５人 ５人 ０人 １１人 １９１人 

 

２．指定訪問介護事業所及び指定介護予防事業所の適正運営 

①指定訪問介護事業の運営体制の確立                

ア、高齢者訪問介護事業（介護保険事業） 

介護保険法に基づく「指定訪問介護事業所」として須崎市保健、医療、福祉サービス 

事業者との連携を図り、適正な運営体制の確立と要介護者、要支援者に対し常に利 

用者の立場に立ったサービス事業の提供に努めた。 

年度 件数（件） 実績(円) 介護報酬(円) 自己負担（円） 

２６年度 ８７８ 27,888,648 25,966,214 1,922,434 

２７年度 ９６１ 26,165,675 24,476,228 1,689,447 

比較増減 ８３ △1,722,973 △1,489,986 △232,987 

 

イ、障害者訪問介護事業（障害者自立支援事業）          

        身体・知的・精神障害者（児）が日常生活を営むことができるよう、「障害者福祉法」に 

基づく居宅介護サービスを適正に提供するとともに、須崎市保健、医療、福祉サービス事 

業者との連携を図り、常に利用者の立場に立ったサービス事業の提供に努めた。 

年度 件数（件） 実績(円) 介護報酬(円) 自己負担（円） 

２６年度 １７５ 12,827,325 12,827,325 0 

２７年度 １７１ 11,729,780 11,721,175 8,605 

比較増減 △４ △1,097,545 △1,106,150 8,605 
 

    ウ、軽度生活援助事業（市受託事業）                     

       介護予防の観点から生活援助を行うことで改善が見込まれる方、要介護認定で非該

当とされた方などを対象に生活支援員が高齢者宅を訪問し、支援計画の内容に沿った 

サービスを一定期間提供し、本人の能力を生かした自立支援に努める事業。 

本年は、実施なし。 

 
        

 

エ、移動支援事業（市受託事業）                      

屋外での移動が困難な障害者(児)の方に対し、外出のための支援を行うことにより、 

      地域における自立した生活や社会参加を促すことに務めた。 

年度 件数 時間数 実績(円) 

２６年度 ２１件 １０２時間 ２７８，１５０ 

２７年度 １４件 ４０．５時間 １１３，６５０ 

 

０件 ０時間 ０円  【Ｈ／1,500 円（委託料 750円+自己負担 750円）】 
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３．地域包括支援センター事業の運営（市受託事業）        

    

①包括的・継続的ケアマネジメント事業             

内 容 回数(年) 備 考 

Ｈ２６ Ｈ２７ 

個別ケア会議 ４ 4 3 カ月に 1回開催 

居宅介護支援事業所連絡会 ８ ８ 
地域ケア会議（長寿介護課主催）開催月 

以外の月に開催 

介護相談員連絡会 ３ ３ ５/２１，９/1７，１/２１ 

介護相談員意見交換会 ２ ２ ６/1０，２/１０ 

 

②総合相談支援事業 

内 容 回数(年) 備 考 

Ｈ２６ Ｈ２７ 

傾聴研修 ４ ２ １１/24，１２/２ 

徘徊模擬訓練 ２ ２ １０/１３ 久通地区，１/２２ 浦ノ内地区 

認知症サポーター養成講座 ４ １０か所 
上分中、須崎中、浦ノ内中、須崎高校（2・3

年）、ゆうゆう大学、集い交流会、久通地

区、薬剤師会、須崎警察署 

認知ケアリーダー実践意見交換会 ３ ３ ６/１６，１０/１３，１/２２ 

認知ケア実務者研修 ２ ２ ７/２１，７/２８ 

 

③権利擁護業務 

内 容 回数(年) 備 考 

Ｈ２６ Ｈ２７ 

地域包括支援センター等事例 

検討会 
１ １ １/１４ 高知県社会福祉協議会主催 

高齢者虐待防止ネットワーク委員会 １ １ 
５/２９（個別ネットワーク会議は７/１５， 

７/３１の 2回） 

高齢者問題意見交換会 ３ ４ ４/２３，７/２３，１０/２７，１/２８ 

 

   ④介護予防給付ケアマネジメント業務 

２６年度 給付額（円） 件数 ２７年度 給付額（円） 件数 

委託 

新規 42,840 6 

委託 

新規 94,900 13 

継続 248,400 60 継続 1,070,700 249 

計 291,240 66 計 1,165,600 262 

包括 

直営 

新規 1,213,800 170 
包括 

直営 

新規 1,175,300 161 

継続 14,759,100 3,567 継続 15,101,280 3,512 

計 15,972,900 3,737 計 16,276,580 3,673 

総 計 16,264,140 3,803 総計 17,442,180 3,935 
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活動方針３ つながりの再構築による地域の中で誰も孤立しない見守り体制の実現 
 

１．地域福祉活動計画の策定と地域福祉計画への参画 

   ①地域福祉活動計画の策定（市補助事業）        

平成１９年３月に策定された地域福祉計画を具体的な活動につなげていく地域福祉活動

計画を地域の特色を生かしたものとするために、地域住民座談会を実施。地域における福祉

課題の把握と課題整理、課題の解決策を地域住民とともに検討した。 

地域座談会 

地 区 月日 場所 参加人員 

吾 桑 ― ― ― 

多ノ郷 ― ― ― 

上 分 ― ― ― 

南 平成２７年１０月１３日 南公民館 １６人 

浦ノ内 ― ― ― 

須 崎 ― ― ― 

 

②地区社協活動の充実強化支援（市補助事業）      

住民の日常的な生活圏である公民館単位に地区社協を設置、地域福祉活動の基盤とし、

住民による小地域ネットワークにより、民生委員児童委員、福祉委員、ボランティアや地域包

括支援センター等公的サービス機関との連携を図り、地域における福祉ニーズの把握、福祉

課題を明確にし、その課題の適切な解決を図るとともに、日常生活支援、在宅福祉サービス

相談、声かけ、見守り体制の確立に努めた。 

ア、総会・役員会の開催 

地区 総 会 人員 地区 役員会 人員 

須 崎 平成２７年８月２０日 ２４人 須 崎 平成２７年７月２３日 ６人 

吾 桑 平成２７年６月２６日 １５人 吾 桑 平成２７年６月１９日 ９人 

多ノ郷 平成２７年６月２５日 １９人 
多ノ郷 

平成２７年５月１９日 １０人 

南 平成２７年６月２５日 ２２人 平成２８年２月２日 ７人 

上 分 平成２７年５月１８日 ２３人 浦ノ内 平成２７年７月２日 １２人 

浦ノ内 平成２７年７月２９日 ２６人  

 

イ、小地域活動支援助成金 
 

 

 

 

③災害時要援護者台帳の活用と須崎市避難行動要援護者避難支援計画への参画 

平成２０年に整備された「災害時要援護者台帳」を活かし、須崎市避難行動要援護者避

難支援計画の策定に参画。大規模災害等の発生時における、避難行動要援護者に対する

安否確認や救助等の支援体制づくりとともに、日頃の小地域見守り活動での活用のため地域

におけるネットワーク拡充に努めた。 

 

２．共同募金・歳末たすけあい運動への協力 

①共同募金・歳末たすけあい運動の推進 

毎年１０月１日より展開される、国民助け合い「赤い羽根」共同募金運動及び歳末たすけあ

い運動の高知県共同募金会須崎市支会事務局として積極的な募金活動を展開した。 

前年度募金実績による配分については、配分委員会を開催し、適正、公平に配分された。 

助成額 助成地区社協 

各５０，０００円 新荘・安和、上分、吾桑、浦ノ内、南、多ノ郷、須崎 
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ア、平成２７年度共同募金実績 

 

イ、歳末たすけあい運動（お年玉募金） 

２６年度 ７，４９１円 

2７年度 ５３，８４４円 

             

ウ、平成２６年度募金実績による平成２７年度事業配分  

配分先 
２６年度 ２７年度 

配分額（円） 配分額（円） 

民生委員児童委員協議会 ５８２，０００ ５８２，０００ 

保育協会 １１６，０００ １１６，０００ 

社会福祉協議会 １，８０２，６２２ １，３２４，１１７ 

子ども会連合会 ４８，０００ ４８，０００ 

老人クラブ連合会 ７７，０００ ７７，０００ 

保育所保護者連合会 １９，０００ １９，０００ 

青少年育成市民会議 ４８，０００ ４８，０００ 

身体障害者連合会 ６７，０００ ６７，０００ 

手をつなぐ育成会 ５８，０００ ５８，０００ 

朗読研究会 ３８，０００ ３８，０００ 

精神衛生家族会 ２９，０００ ２９，０００ 

かわうそ手話サークル ３８，０００ ３８，０００ 

ボランティア連絡協議会 １５５，０００ １５５，０００ 

社明運動 １９，０００ １９，０００ 

すさきスポーツクラブ ５８，０００ ５８，０００ 

招き猫の会 ２９，０００ ２９，０００ 

合 計 ３，１８３，６２２ ２，７０５，１１７ 

 

３．福祉関係諸団体との連絡調整 

①団体事務と連携 

   下記の団体の事務局を持ち、関係諸団体との連絡調整に努めた。 

   ・須崎市民生委員児童委員協議会  ・須崎市身体障害者連合会 

   ・須崎市手をつなぐ育成会        ・須崎市ボランティア連絡協議会 

・須崎市老人クラブ連合会 

・地区社会福祉協議会 

   （上分地区社協・須崎地区社協・多ノ郷地区社協・吾桑地区社協・浦ノ内地区社協） 

 

②社会福祉施設及び他関係諸団体との連携 

須崎福祉会、須崎育成会、須崎事業福祉協会等福祉施設との連携を密にし、施設サー 

ビスの推進に努めた。 

 

 戸別募金 大口・法人募金 職域募金 その他 計 

２６年度 ２，２６４，０５０円 １，５５９，８４０円 ６６，５１２円 １６２円 ３，８９０，５６４円 

２７年度 ３，０９２，７２１円 １，５２７，７４０円 ６１，２４３円 １９０円 ４，６８１，８９４円 
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活動方針４    住民の力をボランティア活動へつなぐ体制づくり 
 

１．ボランティア育成事業の推進 

ボランティア活動育成事業（市補助事業）        

ボランティア連絡協議会等ボランティア団体に対しての情報提供や活動の支援、ボランティア

活動に関する相談等とともに、各種研修会の案内、指導等ボランティアセンターとしての機能を

活かし住民のボランティア活動の総合窓口として努めた。 

 

２．災害ボランティアセンター運営体制強化事業（県社協助成事業） 
 

平成２０年に整備された災害ボランティアセンター設置マニュアルを見直すとともに、社協内

で大規模災害発生時等の職員の初期行動対応について、連絡方法や参集方法等を迅速

かつ確実に実行できるよう、須崎市社会福祉協議会災害時初期行動計画の策定に努めた。 

 

①災害ボランティアセンター設置マニュアルの見直し 

第１回 第２回 第３回 

平成 27年 12月 16日 平成 28年 2月 2日 平成 28年 3月 25日 

地震防災課・須崎青年会

議所・社協 

地震防災課・須崎青年会議

所・社協 

地震防災課・須崎青年会議

所・民児協・各公民館長等

11団体（25名） 

  

②須崎市社会福祉協議会災害時初期行動計画策定委員会 

第１回策定委員会 第２回策定委員会 

平成 28年 2月 25日 平成 28年 3月 18日 

事務局長・次長・各係長等（１０名） 事務局長・次長・各係長等（１１名） 

 

３．福祉教育の充実 

①福祉活動推進校指定事業（市補助事業）     

小中学校の児童生徒に福祉活動を通じて、思いやりの心、ともに感じる心、みんなで助け合

う心を育むと共に児童生徒を通じて家庭及び地域社会に対しても啓発を図ることを目的として市

内１3校を指定し福祉教育の推進を図った。【各校５０，０００円助成】 

    

②キャリア教育支援事業（県社協補助事業）            

上分小中学校をキャリア教育校に指定し、福祉教育活動をつうじて地域との交流を目的と 

して活動の支援、助成金支援を実施した。 

 

実施日 活動内容 

平成 27年 5月 13日・20日 百歳体操・高齢者とのふれあい 

平成 27年 5月 21日 認知症の理解 

平成 27年 6月 4日・9日・11日 高齢者施設介護体験活動・交流活動 

平成 27年 6月 23日 地域高齢者とグランドゴルフでの交流 

平成 27年 7月 5日 清流を守る学習清掃ボランティア 

平成 27年 7月 8日～10日 職場体験学習活動 

平成 27年 10月 27日 地域高齢者と花壇花植え活動交流 

平成 27年 11月 1日 文化祭合唱・シルバーコーラスとの交流 

平成 28年 2月 14日 上分地区清掃ボランティア活動 

平成 28年 3月 9日 地域高齢者と学校清掃活動 
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活動方針５   社会福祉協議会組織の充実強化と専門的研修の充実 
 

１．事務局体制の充実                               

社協として「人が、人にサービスを提供する」ことを基本としながら、職員に求める姿勢や資質

を明らかにし、個々の研修機会の提供や支援に努めた。職員の増員による組織基盤を整備し、

定期的な職員会を開催することによる、職員の意識と情報を共有する仕組みづくりや、地域生

活や住民ニーズに立脚した事業がチームとして迅速に対応できる体制づくりに努めた。 

 

２．役員会（理事・監事）、評議員会機能の充実 

①理事会組織の充実 

理事の経験や実績、専門性を発揮してもらえる理事会運営を基本に、法人運営の「執行機

関」として理事の役割認識を深め、社協運営に参画する意識の向上を図った。 

 

   ②評議員組織の充実 

     社協が地域の総意をもって地域福祉を推進するために、住民組織や地区社協、福祉に関 

する活動を行う団体等から適切な基準により選任された構成員による、評議員会の組織化を 

図った。法人にとって重要な事項を決定する「議決機関」としての性格を明確にし、組織の活 

性化を目指した。 

 

③監査機能の充実 

会計の執行状況だけではなく、事業の適正さや費用対効果などについても助言や指摘を 

していただき、社協経営に活かせる監査機能づくりに努めた。 

 

  ３．社協会員制度の推進 

     社協の構成員である、住民組織・社会福祉施設及び事業者・ボランティア団体等と社協 

との組織関係を明確にするための「団体会員」、社協活動や地域福祉活動への関心や参加 

意識の熟成と一定的な民間財源確保として財政的に支援する「賛助（特別）会員」の増強を 

図るとともに、社協事業を地域住民の参加・協力・支持によって進めていくため、社協の会員とし 

ての「一般会員制度」の住民への周知・理解を図り、制度整備を目指した。 

 

   ◆会員数と会費の実績 

 

種別（会費額） 

平成２６年度 平成２７年度 

件数（件） 会費（円） 件数（件） 会費（円） 

団体会員（5,000円） ２２ １１０，０００ ３３ １６５，０００ 

特別会員（5,000円） １７ ８５，０００ １４ ７０，０００ 

賛助会員（1,000円） １４４ １４４，０００ １４３ １４３，０００ 

一般会員 （500円） １６ ８，０００ １６ ８，０００ 

計 １９９ ３４７，０００ ２０６ ３８６，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


